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会社の概況 （平成１２年９月３０日現在）�
�
設　立　　昭和１９年５月５日�

資本金　　６,２７２,２８２,１６１円�

株式数　　発行する株式の総数　１６０,０００,０００株�

 発行済株式の総数 ４２,３３２,７７１株�

株主数　　５,２７９名�

従業員　　１,４７０名�

（従業員数は就業人員であります。）�

業績の推移�

区 　 分  当中間期  前年中間期 前　　期�
 （平成１２年９月期）（平成１１年９月期）（平成１２年３月期）�

受 注 高 ３３,４８７百万円 ３４,２３８百万円 ６９,１５４百万円�

売 上 高 ２６,３６１百万円 ２７,２２８百万円 ６９,５３１百万円�

経常利益 ８０３百万円 １３０百万円 １,４２２百万円�
中間（当期） １,５６２百万円 ６１百万円 ６２０百万円�純 利 益�
1株当たり�
中間（当期） ３６.９１円 １.４６円 １４.６４円�
純 利 益�
総 資 産 ６４,３４６百万円 ６１,７２６百万円 ６７,３２１百万円�

純 資 産 ２６,１６２百万円 ２５,９３２百万円 ２７,９９１百万円�
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株　主　の　皆　様　へ�

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。�
　ここに第５７期上期（平成１２年４月１日から平成１２年９月�
３０日） の営業の概況を報告いたします｡�
　当上半期におけるわが国経済は、明るさが広がりつつある企
業部門を中心に緩やかな回復傾向を示しておりますが、雇用情
勢や個人消費はなお低迷を続けており、米国景気の減速懸念・
株価の弱含み傾向などもあり、回復感に乏しい状況が続いてお
ります｡�
　このような景気動向のなか、当防災業界におきましては、民間
設備投資は回復傾向にあるものの全体として縮小傾向に歯止
めのかからない建設投資、激しい企業間競争などにより、厳しい
状況が続いております｡�
　このような環境下にあって、当社は事業品目別の業務一貫体
制を構築して事業運営を効率化し、事業強化と収益性の改善
を図るとともに、リニューアル市場における営業強化、共同住宅
防災市場への本格参入をはじめ防災周辺市場への進出、経
費の削減・原価の低減などを進めてまいりました結果、以下のよ
うな成績となりました｡�
  即ち、当期の受注高は３３,４８７百万円、前年同期比２.２％減、
売上高は２６,３６１百万円、前年同期比３.２％減、となりました｡�
  売上高の内訳を各製品別にみますと、火災報知設備は�
１０,１４０百万円、前年同期比２.５％減、消火設備は６,９０４百万
円、前年同期比０.９％減、保守点検等は６,２８９百万円、前年同
期比０.６％減、その他は３,０２６百万円、前年同期比１４.３％減、と
なりました｡�
　また、収益につきましては今中間期からの実績主義適用によ
る営業費用繰延処理廃止の影響が大きく経常損失は８０３百
万円となり、さらに本年一括処理いたします退職給付会計基
準の適用に伴う会計基準変更時差異�
３,００５百万円の内１,５０２百万円を今中間期に特別損失処理
いたしましたので中間純損失は１,５６２百万円となりました｡�
　以上のような状況ではありますが、今中間配当金といたしまし
ては前期と同様１株につき５円とさせていただきました｡�
　今後の経済見通しとしましては、設備投資を中心とした民間
需要は緩やかながら拡大すると見られており、景気の自律的な
回復が期待されておりますが、個人消費の回復の遅れ、不透明
な原油価格動向や公共投資の減少懸念もあるなど先行き予断
を許さない状況が続いております。�
　これらの情勢下にあって、当防災業界におきましては、民間設

備投資は回復すると見られるものの、大型不動産開発・マンション
建設などの減少予測もあり、引き続き厳しい状況が続くものと思
われます。�
　このような局面に対処するため「低成長期においても発展し
うる企業」を目指し、既存防災市場での営業力強化によるシェ
アアップ、防災周辺市場の開拓、新商品の開発による新分野へ
の展開などを目指し、徹底したコストダウンによる収益の向上、組
織的な業務運営管理の徹底による企業体質の改善に尽力し
てまいる所存であります｡�
　株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理解
とご支援を賜りますようお願い申し上げます｡�

代表取締役社長　木　村　敞　一�



中間貸借対照表�（平成１２年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

資 産 の 部 � ６４,３４６� ６１,７２６�

資 産 合 計 � 64,346

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形 �
売 掛 金 �
有 価 証 券 �
た な 卸 資 産 �
未 成 工 事 支 出 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

（投　 資 　等）�

建 物 �
土 地 �
そ の 他 �

固 定 資 産 �

投 資 その 他 の 資 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
貸 倒 引 当 金 �

��△�

△�

△�

△�

４３,１２７�
�
１,２２７�
７,９８５�
１１,３０８�
６,４１１�
５,３４２�
９,２５９�
６４８�
１,２２８�
２８５�

�
２１,２１８�
�
１０,８７０�

�
４,９８５�
３,３５８�
２,５２６�

�
７１９�

�
９,６２８�

�
８,０３６�
２,１８５�
５９３�

４３,３２３�
�
２,５９８�
６,６７１�
１０,４６１�
６,７４８�
５,０６９�
９,５３５�
―�

２,３５３�
１１５�

�
１８,４０３�

�
１３,２３１�

�
５,３０５�
５,０４９�
２,８７５�

�
７７０�

�
４,４０１�

�
５,１２２�
―�
７２０�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

負 債 の 部 � ３８,１８３� ３５,７９４�

負 債 及 び 資 本 合 計 �

資 本 の 部 �

６４,３４６� ６１,７２６�61,726

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金 �
その他の負債性引当金�
そ の 他 �

流 動 負 債 �

その他の剰余金�

転 換 社 債 �
退 職 給 与 引 当 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �

資 本 準 備 金 �
利 益 準 備 金 �

任 意 積 立 金 �
中 間 未 処 分 利 益 �

��

２２,３００�
�
６,１９０�
２,２２８�
３,５５０�
２,９１５�
５,２５５�
１,３９８�
４２�
７２０�

�
１５,８８３�

�
９,０５１�
―�

６,１６３�
６６８�

�
２６,１６２�

２１,００９�
�
５,２２４�
２,２３４�
３,５５０�
２,６６０�
４,９３３�
１,４９９�
３１�
８７５�

�
１４,７８４�

�
９,０５１�
５,０３７�
―�
６６９�

�
２５,９３２�

（うち 中 間 純 利 益）� （△１,５６２）� （　　 ６１）�
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�

資 本 金 �
�
法 定 準 備 金 �

６,２７２�
�
６,５５０�
�
５,７１３�
８３６�

�
１３,３４０��
１１,６９８�
１,６４１�

６,２７２�
�
６,４９９�
�
５,７１３�
７８５�

�
１３,１６１��
１１,７２６�
１,４３４�



中間損益計算書�（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

（経常損益の部）�

売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費�

営 業 外 収 益 �

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

税 引 前 中 間 純 利 益 �

中 間 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �

特別償却準備金取崩高�

中 間 未 処 分 利 益 �

受 取 利 息・配 当 金 �
その他の営業外収益�

支 払 利 息 �
その他の営業外費用�

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �

営 業 損 益 �

営 業 外 損 益 �

（特別損益の部）�

��

２６,３６１�
１９,９３４�
７,２６８�

�
８４１�

�
�
２５３�

２７,２２８�
２０,５５２�
６,６３３�

�
４１�

�
�
２９１�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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営 業 利 益 �

６３�
１８９�

� ２１５
�

１０９�
１０５�

�
８０３�

�
�

―�
１,７２４�

２,５２８�

�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
１,００２�

１,５６２�

３,２００�

３�

１,６４１�

５１�
２４０�

� ２０２
�

１１７�
８５�

�
１３０�

�
�

―�
７�

１２２�

６１�
―�

６１�

１,３７２�

―�

１,４３４�

△�

△�

△�

△�

△�

TOPICS

東京タワーと眺望を競い、眼下に芝公園の緑が広がる35階建超高層ビル「芝公園�

ファーストビル」は、オフィス階と賃貸マンション階からなり、関東大震災クラスの大地震�

にも耐える21世紀の大型タワービルです。当社が誇る最新鋭R型防災システムRｰ22EM�

システム、C-11システムが活躍しております。�

�

さいたま新都心の中核施設「さいたまスーパーアリーナ」はイベント規模にあわせて可�

動する世界最大のシステムを備え、コンサート、展示会からアメリカンフットボールも行え�

る未来型大規模総合イベント施設です。さいたまスーパーアリーナには放水泡も備えた�

大空間防災システムを納入し安全と安心を提供しております。�

さいたまスーパーアリーナへ大空間防災システムを納入�
�

芝公園ファーストビルへ最新鋭防災システムを納入�



大株主� 取締役および監査役 （平成１２年９月３０日現在）�（平成１２年９月３０日現在）�
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株 主 名 �持 株 数 � 持株比率�

セ コ ム 株 式 会 社 �

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会 �

東洋信託銀行株式会社信託勘定Ｂ口�

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会 �

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 �

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会 �

富 士 電 機 株 式 会 社 �

株 式 会 社 住 友 銀 行 �

東京海上火災保険株式会社�

株 式 会 社 コ ー ア ツ�

１２,０９８�

１,３９８�

１,１３４�

１,０７７�

９８０�

８７８�

８５５�

８５１�

６５４�

５９３�

２８.６�

３.３�

２.７�

２.５�

２.３�

２.１�

２.０�

２.０�

１.６�

１.４�

千株� ％�

代表取締役社長�

専 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

�

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

木 村 敞 一 �

千 葉 克 男�

福 島 敏 男�

上 野 敏 雄 �

田 上 　 征 �

安 原 一 昭 �

竹 田 晴 夫 �

杉 町 壽 孝 �

荻 野 輝 雄 �

根 本 一 次 �

漆 山 　 清 �

後 　 山 　 洋 三 郎 �

橋 爪 　 毅 �

田 山 雄 史 �

中 原 安 雄 �

武 田 迪 夫 �

小 松 三 男�

橘 　 幸 正 �

梶 田 和 男�

�

能 　 美 　 昌 二 郎 �

能 美 汎 満 �

石 　 橋 　 鉄 之 助 �

川 原 　 尚 �



事業所・工場� 主要な事業内容�
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本　　社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号�

城東事務所 東京都江東区南砂５丁目１８番４号�

支　　社    北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、茨城�
（水戸市）、 北関東（大宮市）、 西関東（八王子市）、�
千葉、横浜、長野、静岡、名古屋、金沢、大阪�
（吹田市）、京都、神戸、広島、岡山、九州（福
岡市）、熊本�

営　業　所 青森、盛岡、秋田、郡山、群馬（高崎市）、宇都宮�
岐阜、三重（津市）、富山、福井、高松、松山、�
長崎、大分、宮崎、鹿児島、沖縄（那覇市）�
他16箇所�

工　　場 三鷹、メヌマ（埼玉県大里郡妻沼町）�

研究開発センター （千代田区、新宿区、埼玉県大里郡妻沼町）�

�

 　 海　外 �

事　務　所 台北�

イ．防災に関する受託実験・企画・提案�

ロ．各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施工、保守�

ハ．上記機器の設計、製造、販売�

　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであります。�

主な防災設備�

主なアプリケーション・システム�

火災報知設備�

防火・防排煙設備�

消火設備（スプリンクラーなど）�

碍子洗浄設備�

ガスもれ警報設備�

非常用放送設備�

避難誘導設備�

防犯警報設備�

各種防災機器（消火器など）�

ビル・地下街防災システム�

住宅防災システム�

石油・ガス・化学プラント防災システム�

原子力など発電プラント防災システム�

トンネル防災システム�

ケーブル洞道防災システム�

船舶・車両・航空機防災システム�

コンピューター室・クリーンルームなど環境監視システム�

≪  　  ≫�

 　 国　 内 ≪  　  ≫�



株主メモ�
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決　　算　　期 毎年３月３１日�

定 時 株 主 総 会  毎年６月�

基　　準　　日 定時株主総会　毎年３月３１日�

 利益配当金　毎年３月３１日�

 中間配当金　毎年９月３０日�

１単位の株式の数 １, ０００株�

公 告 掲 載 新 聞 東京都において発行する「日本経済新聞」�

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号�

 住友信託銀行株式会社�

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号�

 住友信託銀行株式会社証券代行部�

�

 東京都府中市日鋼町１番１０�

 住友信託銀行株式会社　証券代行部　�

 東京（０４２）３５１―２２１１�

 大阪（０６） ６８３３―４７００�

同　取　次　所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店�

 �
大阪06地域の市内局番の変更のお知らせ�

「平成11年１月１日より、大阪06局番地域の市内局番が４桁に変�

わります。」�

　現在の電話番号　大阪〔千里〕06 ―  833 ―4760�

　変更後の電話番号　大阪〔千里〕06 ―6833 ―4760

電　話�

〒１８３―８７０１�

�郵 便 送 付 先 �
および電話照会先�（　　　）�


